
（単位 ： 円 、 ％）

          令和４年度    ※２

現年・滞納繰越
収入未済額 徴収額 徴収率

税務課 35,050,930 174,731,227 60,000,000 34.3

生活福祉課 1,942,381 35,131,877 2,400,000 6.8

生活福祉課 0 3,302,721 1,000,000 30.3

保険年金課 42,616,956 258,656,961 75,889,952 29.3

保険年金課 2,138,875 8,846,045 3,495,072 39.5

長寿社会推進課 6,850,618 25,888,145 4,720,000 18.2

長寿社会推進課 0 45,829,601 162,357 0.4

保育子ども課 0 275,050 189,850 69.0

保育子ども課 0 313,180 231,280 73.8

下水道課 0 595,900 110,000 18.5

下水道課 817,563 191,929,628 186,172,000 97.0

89,417,323 745,500,335 334,370,511 44.9

家庭支援課 0 5,901,980 350,000 5.9

生活福祉課 0 10,309,747 3,000,000 29.1

生活福祉課 0 32,790,630 3,000,000 9.1

保険年金課 18,081 1,362,977 909,106 66.7

長寿社会推進課 0 8,685 8,685 100.0

保育子ども課 0 97,200 97,200 100.0

障害福祉課 0 3,044,302 1,994,875 65.5

住宅公園課 0 54,000 54,000 100.0

18,081 53,569,521 9,413,866 17.6

住宅公園課 0 31,054,200 3,000,000 9.7

教育サービス課 0 143,500 71,700 50.0

環境整備課 0 52,279,757 410,000 0.8

税務課 0 2,400 0 0.0

0 83,479,857 3,481,700 4.2

合計 89,435,404 882,549,713 347,266,077 39.3

※1　　令和４年度不納欠損額とは、すでに調定された歳入で、徴収ができないと認定された額です。

　　　　 令和５年度会計においては、滞納繰越分として調定がなされた額です。

※2　　令和４年度現年・滞納繰越収入未済額とは、令和４年度会計において現年分、滞納繰越分それぞれで収入すべきところ、できなかった額です。

障害者自立支援給付費過誤請求返還金

中央公園使用料

小計

私債権

住宅使用料

留守家庭児童会費

損害賠償金滞納繰越分

誤納付に係る返還金

小計

非強制徴収公債権

児童扶養手当返還金

生活保護法63条による返還金

生活保護法78条による徴収金（2014年６月30日以前）　　　　

一般被保険者返納金

老人ホーム措置入所者本人負担金

認定こども園給食代

強制徴収公債権

市税                                                   

生活保護法78条による徴収金(2014年７月１日以降）

生活保護法77条の２による徴収金

国民健康保険税・料                 

後期高齢者医療保険料　　　　　

介護保険料

介護給付費返還金

保育等利用者負担金

認定こども園等使用料　　　　　　 

下水道事業分担金

下水道使用料　　　　　　　　　　　 

小計

令和５年度　徴収計画

債権の種類 所属課 債権名称
令和５年度滞納繰越

目標
            　　※１

令和４年度
不納欠損額


